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最近の道内景気は、緩やかに持ち直している。

需要面をみると、公共投資は、国および地方公共団体の財政面の制約から減少している。

個人消費は、耐久消費財の政策効果が持続しているほか、夏物商品の販売が好転し下げ止ま

りの動きとなっている。住宅投資は低い水準ではあるが、前年を上回っている。輸出は、ア

ジア・中南米・ロシア向けなどを中心に増加している。

生産活動は、緩やかに持ち直している。雇用情勢は、新規求人数は増加しているが、依然

として厳しい水準である。企業倒産は、低い水準で推移している。
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①個人消費～下げ止まりの動き

６月の大型小売店販売額（既存店ベース、

前年比０．０％）は、百貨店は前年を若干下回

ったものの、スーパーは３年ぶりに前年を上

回った。

百貨店（前年比▲０．９％）は、飲食料品、

身の回り品が前年を下回ったものの、衣料

品、その他が前年を上回った。スーパー（同

＋０．３％）は、主力の飲食料品、その他が前

年並み、衣料品が前年を上回った。

コンビニエンスストア（前年比＋１．４％）

は、１４か月ぶりに前年を上回った。

②住宅投資～８ヶ月連続の増加

６月の新設住宅着工戸数は、２，９８０戸（前

年比＋３．２％）と８ヶ月連続で前年を上回っ

た。利用関係別では、分譲（同▲１５．６％）が

２ヶ月ぶりに減少したものの、持家（同

＋２．２％）は３か月連続、貸家（同＋５．５％）

は８か月連続でそれぞれ増加した。

平成２２年上半期（１～６月）では、１２，９１０

戸（前年同期比＋１２．２％）となり前年を上回

った。利用関係別では、分譲（同▲９．２％）

が前年を下回り、持家（同＋４．６％）、貸家

（同＋２６．６％）が前年を上回った。

道内経済の動き
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛） 
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③鉱工業生産～前年比８ヶ月連続の上昇

６月の鉱工業生産指数は、前月比＋０．１％

と３ヶ月連続の上昇、前年比では＋７．９％と

８ヶ月連続の上昇となった。

業種別では、前年に比べ金属製品工業や化

学工業などが低下し、電気機械工業や鉄鋼

業、輸送機械工業などが上昇した。

④公共投資～４ヶ月連続の減少

６月の公共工事請負金額は、７８６億円（前

年比▲２３．６％）と４ヶ月連続して前年を下回

った。

発注者別では、市町村（前年比＋２５．５％）

が前年を上回り、国（同▲５１．６％）、道（同

▲２６．７％）が前年を下回った。

平成２２年上半期（１～６月）では請負金額

４，０７８憶円（前年同期比▲１０．８％）と前年を

下回っている。

⑤雇用情勢～厳しい状況

６月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は０．３７倍となり、前月比では０．０２ポイント、

前年比では０．０５ポイントそれぞれ上昇した。

前年比は５ヶ月連続の上昇となった。

新規求人数は、前年比１４．０％増加し５ヶ月

連続して前年を上回った。業種別では、医療

・福祉（前年比＋１８．０％）やサービス業（同

＋１９．８％）、卸・小売業（同＋１３．０％）など

が増加し、建設業（同▲６．８％）などが減少

した。

道内経済の動き

― ２ ―北洋銀行 調査レポート ２０１０年９月号
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航空機 ＪＲ フェリー 前年対比（右目盛） 
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⑥来道客数～前年を上回る

６月の来道客数は、１，０１１千人（前年比＋

０．４％）と３ヶ月連続して前年を上回った。

東京・大阪方面からの航空機利用による来道

客数が増加した。

平成２２年上半期（１～６月）では５，２１１千

人（前年同期比＋０．８％）と前年並みに推移

している。

⑦貿易動向～輸出は８ヶ月連続の増加

６月の道内貿易額は、輸出が前年比６４．４％

増の２９０億円、輸入が同７０．９％増の９７０億円と

なった。

輸出は、船舶・自動車の部分品などの輸送

用機器や加熱・冷却用機器などの一般機械な

どが増加し８ヶ月連続で前年を上回った。

輸入は、原油・粗油が前年比３．２倍、肥料

などの化学製品が前年比３．１倍になるなど、

６ヶ月連続で前年を上回った。

⑧倒産動向～低水準で推移

７月の企業倒産は、件数は３９件（前年比±

０．０％）、負債総額は９７億円（同▲１５．４％）と

件数は前年同数、負債総額は前年を下回っ

た。

業種別では、建設業１１件、サービス・他９

件、製造業、卸売業、小売業各５件などとな

った。

道内経済の動き

― ３ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１０年９月号
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１．道内景気の現状判断

前年同時期に比べ、景気判断DI（△

２１）は５０ポイントの上昇となった。経済

対策効果などにより、景況感は大幅に改

善した。

２．道内景気の回復時期

道内景気が回復する時期は、「今年

中」とみる企業（２３％）は２割台半ばに

とどまった。「来年中」（４０％）、「再来年

以降」とみる企業（３７％）があわせて８

割弱となり、景気の先行き見通しには依

然として慎重感が強い。

３．景気先行きの懸念材料（複数回答）

景気先行きの懸念材料として、「国内

景気の動向」（６６％）が第１位となった。

次いで、「個人消費の動向」、「公共投資

の動向」（ともに５９％）が第２位となっ

た。

４．経営上の対応策（複数回答）

経営上の対応策として、「経費削減」

（７６％）を挙げる企業が第１位となっ

た。次いで「仕入・販売先の見直し」

（３４％）、「生産・営業体制の拡大」

（２７％）の順となった。

調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業取引先の経営動向
把握。

調査方法
調査票を配布し、郵送により直接回収。

調査内容
道内景気の現状と先行きについて

判断時点
平成２２年７月上旬

本文中の略称
景気判断DI
「回復しているとした企業の割合」－「悪化し
ているとした企業の割合」
雇用人員判断DI
「過剰企業の割合」－「不足企業の割合」
雇用方針DI
「従業員を増員する企業の割合」－「従業員を
減員する企業の割合」

地域別回答企業社数

業種別回答状況

企業数 構成比 地 域
全 道 ４６７ １００．０％
札幌市 １８８ ４０．３ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 １０８ ２３．１
道 南 ３７ ７．９ 渡島・檜山の各地域
道 北 ５７ １２．２ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部
道 東 ７７ １６．５ 釧路・十勝・根室・網走の各地域

調査企業社数 回答企業社数 回答率
全 産 業 ６６９ ４６７ ６９．８％
製 造 業 １８２ １２６ ６９．２
食 料 品 ５７ ４０ ７０．２
木 材 ・ 木 製 品 ３２ ２３ ７１．９
鉄鋼・金属製品・機械 ４９ ３４ ６９．４
そ の 他 の 製 造 業 ４４ ２９ ６５．９
非 製 造 業 ４８７ ３４１ ７０．０
建 設 業 １４５ １０４ ７１．７
卸 売 業 ８９ ６０ ６７．４
小 売 業 ９６ ６５ ６７．７
運 輸 業 ５３ ３７ ６９．８
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３０ １９ ６３．３
その他の非製造業 ７４ ５６ ７５．７

特別調査

景況感は大幅に改善
道内景気の現状と先行きについて

調 査 要 項

― ４ ―北洋銀行 調査レポート ２０１０年９月号
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1

要 点

�現状判断 「横ばい状態」とみる企業（６３％）が６割超。DI（△２１）は前年より５０ポイント上昇

�回復時期 「来年中」および「再来年中」とみる企業があわせて８割弱

道内景気の現状と先行きについて

〈図表１〉道内景気の現状
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�回復している ８ １１ １０ ９ １５ １１ ７ ４ １０ ８ １１ １１ ４

（急速に回復） （－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）

（緩やかに回復） （８）（１１）（１０）（９）（１５）（１１）（７）（４）（１０）（８）（１１）（１１）（４）

�横ばい状態 ６３ ６７ ６５ ７０ ６５ ７１ ６２ ４８ ６２ ６７ ６７ ６３ ７７

�悪化している ２９ ２２ ２５ ２１ ２０ １８ ３１ ４８ ２８ ２５ ２２ ２６ １９

（緩やかに悪化） （２６）（２０）（２５）（１７）（１７）（１８）（２７）（３７）（２５）（２５）（２２）（２６）（１９）

（急速に悪化） （３）（２）（－）（４）（３）（－）（４）（１１）（３）（－）（－）（－）（－）

景気判断DI�－� △２１ △１１ △１５ △１２ △５ △７ △２４ △４４ △１８ △１７ △１１ △１５ △１５

前年同時期 景気判断DI △７１ △７３ △７５ △８２ △７４ △６１ △７１ △６７ △７３ △６９ △６８ △８３ △７３

〈図表２〉道内景気の回復時期
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�平成２２年 ２３ ３２ ３４ ４２ ２８ ２５ ２１ １１ ２４ ２７ ２６ ３４ １９

（６月以前） （８）（１１）（１０）（９）（１５）（１１）（７）（４）（１０）（８）（１１）（１１）（４）

（７～９月） （３）（７）（８）（１０）（３）（１４）（３）（２）（２）（５）（３）（６）（－）

（１０～１２月） （１２）（１４）（１６）（２３）（１０）（－）（１１）（５）（１２）（１４）（１２）（１７）（１５）

�平成２３年 ４０ ３９ ３２ ３１ ４９ ４３ ３９ ４０ ３９ ３５ ２３ ４９ ５０

（１～３月） （５）（５）（８）（－）（１０）（－）（５）（７）（－）（２）（３）（５）（９）

（４～６月） （２４）（２２）（１６）（９）（３２）（２９）（２４）（１９）（３０）（２６）（１７）（３３）（２８）

（７～９月） （９）（１０）（５）（１８）（７）（１４）（８）（１１）（９）（５）（３）（１１）（１１）

（１０～１２月） （２）（２）（３）（４）（－）（－）（２）（３）（－）（２）（－）（－）（２）

�平成２４年１月以降 ３７ ２９ ３４ ２７ ２３ ３２ ４０ ４９ ３７ ３８ ５１ １７ ３１
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〈図表３〉景気先行きの懸念材料（上位５項目）の要点

（項 目） 前年比 要 点

�国内景気の動向（６６％） △３ 全業種でウエイト大。建設業（７４％）、食料品製造業（７３％）で高率

�個人消費の動向（５９％） △９ 小売業（８５％）、食料品製造業（８３％）で第１位

�公共投資の動向（５９％） ＋７ 鉄鋼・金属製品製造業（７９％）、建設業（７７％）では８割弱

�原油価格の動向（４５％） ＋９ 非製造業は全業種で上昇。特に運輸業（７５％）では第１位

�低価格化の強まり（３８％） ＋１ ホテル・旅館業（６３％）で前年より大幅に上昇

景気先行きの懸念材料

〈図表４〉景気先行きの懸念材料 推移（上位５項目）
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〈図表５〉景気先行きの懸念材料（複数回答）
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�国内景気の動向
①
６６
（６９）

①
６４
（７５）

②
７３
（８０）

③
４８
（７３）

②
６５
（７３）

①
６４
（７１）

①
６６
（６７）

②
７４
（６８）

①
６７
（７０）

②
５４
（５９）

②
６７
（６７）

①
６８
（７９）

②
６４
（６９）

�個人消費の動向
②
５９
（６８）

③
５５
（６９）

①
８３
（８４）

３０
（５９）

③
３５
（５３）

②
６１
（７１）

②
６０
（６７）

３８
（５０）

②
６５
（７０）

①
８５
（８１）

③
６４
（６１）

①
６８
（７９）

②
６４
（８１）

�公共投資の動向
②
５９
（５２）

②
５７
（４３）

３３
（２７）

②
６１
（４１）

①
７９
（５７）

③
５７
（５２）

②
６０
（５６）

①
７７
（７８）

③
５３
（４９）

４２
（３４）

６１
（５８）

４２
（３３）

①
６６
（５６）

�原油価格の動向
④
４５
（３６）

④
４０
（４０）

③
５０
（４３）

３９
（２３）

３２
（３７）

３９
（４８）

④
４７
（３５）

３９
（２７）

４２
（３７）

③
４９
（３５）

①
７５
（６４）

５３
（３３）

４３
（２９）

�低価格化の強まり
⑤
３８
（３７）

⑤
３５
（３７）

４８
（３９）

３０
（２３）

２１
（３７）

３９
（４５）

⑤
３９
（３７）

③
４２
（４１）

３８
（３４）

４０
（４７）

２８
（１５）

③
６３
（２５）

３２
（４０）

�政局の動向 ３１
（１７）

２８
（１６）

３８
（１１）

２２
（２３）

２１
（１３）

２９
（１９）

３３
（１８）

３６
（２０）

３７
（１２）

２６
（２１）

２５
（１８）

２６
（１３）

３８
（１９）

�雇用の動向 ２９
（２７）

３１
（３１）

３８
（３６）

２６
（２３）

２７
（１７）

３２
（４２）

２８
（２６）

１７
（２７）

３２
（１８）

３４
（３１）

１７
（１２）

４７
（１７）

３９
（４０）

	住宅投資の動向 ２７
（２７）

２６
（２５）

５
（７）

①
７０
（７３）

２４
（１３）

２５
（２９）

２７
（２７）

３２
（３７）

２８
（３３）

２９
（２２）

１９
（２１）

１１
（４）

２７
（１９）


中国経済の動向 ２７
（１８）

３２
（２３）

３３
（２１）

３０
（２７）

③
３５
（２０）

２９
（２６）

２５
（１６）

２４
（１６）

２２
（１０）

２５
（１６）

１７
（２７）

１６
（１３）

３８
（２１）

�設備投資の動向 ２５
（２０）

２１ １３ １７ ２４ ３２ ２６
（２０）

３７ ２７ １５ ２２ １６ ２３

�アメリカ経済の動向 ２０
（３５）

２１ ２５ ２２ ２１ １４ ２０
（３２）

２６ １０ １９ １４ － ３０

金融機関の融資姿勢 ２０
（３２）

１８ ２５ ９ １８ ２１ ２０
（３４）

２７ １８ ８ １４ ４２ １８

�株価の動向 １６
（２３）

１３ １５ １３ ３ ２５ １７
（２４）

１５ １７ １４ ８ １１ ３０

�物価の動向 １５
（１８）

１４ １８ １７ ６ ２１ １６
（１７）

１６ ２２ １４ ６ １１ １６

�為替の動向 １３
（１４）

２０ ２５ ２２ ９ ２５ １１
（１２）

９ １３ １２ ６ １６ １３

�金利の動向 １１
（１３）

９ １０ － ３ ２１ １２
（１２）

１６ １５ １２ ８ ５ ７

�地価の動向 ５
（７）

４ － ９ ３ ７ ５
（８）

８ ３ ５ － － ７

�規制緩和の動向 ５
（６）

２ － ４ － ７ ６
（６）

６ ７ ３ １７ － ５

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前年同時期調査
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３ 経営上の対応策

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�経費節減
①
７６
（８９）

①
７１
（８８）

①
６５
（９３）

①
６５
（７１）

①
７９
（８６）

①
７６
（９４）

①
７８
（８９）

①
７８
（９４）

①
７８
（８８）

①
７４
（７７）

①
７３
（８８）

①
９５
（９６）

①
８０
（９２）

�仕入・販売先の見直し
②
３４
（３４）

③
２７
（３６）

③
２５
（３５）

②
３０
（３３）

１８
（４１）

②
４１
（３２）

②
３６
（３４）

②
３６
（３１）

②
４９
（４９）

②
４３
（３３）

１１
（１２）

②
４７
（４６）

③
２６
（３０）

�生産・営業体制の拡大※
③
２７

②
３０

②
３８

③
２２

②
３６ ２１

③
２５ ２７

③
２０ ２０

③
２７ １１

②
３６

�賃金抑制
④
２２
（３５）

１９
（２６）

１０
（２１）

③
２２
（２９）

③
２７
（２８）

１７
（２９）

２３
（３８）

③
３１
（５３）

１５
（２９）

１５
（３０）

２４
（１８）

２６
（５４）

２２
（３６）

�設備投資の抑制・先送り
⑤
１９
（２４）

１６
（２７）

１３
（２６）

１７
（１０）

２１
（２８）

１０
（３９）

２０
（２３）

１７
（２１）

③
２０
（１２）

１７
（２８）

②
４１
（３２）

③
３２
（４２）

１１
（１９）

�不採算部門の縮小・廃止 １８
（１９）

１９
（１９）

③
２５
（２３）

１７
（１０）

９
（１７）

２１
（１９）

１７
（２０）

１０
（１３）

１９
（１８）

③
２６
（３０）

２２
（２１）

２６
（８）

１５
（２６）

�人員削減 １６
（２２）

１７
（１９）

３
（９）

③
２２
（２９）

２１
（２１）

③
２８
（２３）

１６
（２３）

２３
（２６）

１２
（１７）

１１
（２５）

１６
（１８）

２１
（２１）

１１
（２６）

	新規事業への参入※ １４ １５ １３ １７ １５ ２１ １３ １１ １２ １２ ８ １１ ２４


他社との連携 １２
（１１）

１０
（１０）

１０
（７）

４
（－）

９
（１４）

１７
（１６）

１２
（１１）

１２
（１０）

１２
（６）

６
（６）

２２
（２７）

－
（８）

１８
（１９）

�設備投資の実施※ １１ １４ １８ ４ ２１ １０ ９ ３ １２ １１ ８ １１ １６

�人員増強※ ８ ８ １５ － ６ ７ ９ ９ ９ ６ ８ － １５

生産・営業体制の縮小※ ８ １０ ３
③
２２ ６ １４ ８ １３ ３ ２ １１ ５ ９

�その他 ３
（３）

１
（４）

－
（９）

－
（５）

３
（－）

－
（－）

３
（３）

１
（１）

－
（－）

９
（７）

３
（６）

－
（４）

６
（－）

�特に対応策をとっていな
い ２

（２）
２
（２）

５
（２）

４
（５）

－
（－）

－
（３）

１
（１）

１
（－）

５
（３）

－
（３）

－
（－）

－
（－）

－
（－）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前年同時期調査 ※は前年調査項目なし

〈図表６〉経営上の対応策（上位５項目）の要点

（項 目） 前年比 要 点

�経費節減（７６％） △１３ 全業種で低下したものの、第１位。特にホテル・旅館業（９５％）で高
率

�仕入・販売先の見直し
（３４％） ０ 卸売業（４９％）、ホテル・旅館業（４７％）で比較的高率

�生産・営業体制の拡大
（２７％）※ － 食料品製造業（３８％）など製造業（３０％）でウエイト大

�賃金抑制（２２％） △１３ 運輸業を除く他の９業種で低下したものの、建設業（３１％）では３割
超

�設備投資の抑制・先送り
（１９％） △５ 運輸業（４１％）、ホテル・旅館業（３２％）でウエイト大

※は前年調査項目なし

〈図表７〉経営上の対応策
（単位：％）
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４

５

２２年度の設備投資について

雇用について

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

実施する（実施した） ３１ ３４ ４５ １３ ２７ ４１ ３０ １６ ２７ ３５ ４９ ３７ ４４

実施しない ３６ ２９ ２５ ４４ ３２ ２１ ３９ ５２ ４６ ３５ １３ ３２ ２９

現在のところ、未定 ３３ ３７ ３０ ４３ ４１ ３８ ３１ ３２ ２７ ３０ ３８ ３１ ２７

前年同時期実施企業 ２８ ３２ ３３ １９ ３０ ３９ ２７ １１ ２４ ２４ ５９ ３５ ４５

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

前年度に比べ増額する ３９ ３７ ３９ － ５６ ３３ ４１ ５０ ５０ ５９ １７ ４３ ２４

同規模とする ２８ ３０ ２８ ６７ １１ ４２ ２６ １９ １３ １４ ３９ ４３ ３８

減額する ３３ ３３ ３３ ３３ ３３ ２５ ３３ ３１ ３７ ２７ ４４ １４ ３８

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�多い １６ ２０ ８ １８ １８ ３８ １５ ２０ １５ １９ ８ ０ １１

�適正 ７４ ７２ ８２ ７７ ６７ ６２ ７５ ６６ ７６ ７５ ７８ ７９ ８４

�不足 １０ ８ １０ ５ １５ ０ １０ １４ ９ ６ １４ ２１ ５

雇用人員判断DI�－� ６ １２ △２ １３ ３ ３８ ５ ６ ６ １３ △６ △２１ ６

前年同時期DI １４ ２２ ３ ４７ ２０ ３５ １０ １４ ２０ ３ ０ ８ ８

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�増加する １５ １５ ２３ ５ ９ ２１ １５ １４ １７ １９ ５ ５ １６

�変わらない ６９ ６８ ６７ ７７ ７３ ５５ ６９ ６４ ６４ ７０ ８１ ８４ ７３

�減少する １６ １７ １０ １８ １８ ２４ １６ ２２ １９ １１ １４ １１ １１

雇用方針DI�－� △１ △２ １３ △１３ △９ △３ △１ △８ △２ ８ △９ △６ ５

前年同時期DI △１２ △１６ △４ △２８ △１０ △２９ △１２ △１６ △４ △１２ △９ △１７ △８

〈図表８‐１〉設備投資について
（単位：％）

〈図表８‐２〉設備投資増減見通し（実施企業 １４５社）
（単位：％）

〈図表９‐１〉雇用について
（単位：％）

〈図表９‐２〉今後１年間の従業員の増減見直し
（単位：％）

特別調査
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道内企業の景況感は、景気対策効果などにより大幅な改善となりました。しかし、原油価

格の上昇や公共工事の減少などが懸念材料となり、道内景気の回復時期については依然とし

て慎重な見方をする企業が多数を占めています。

低価格化の強まりなどで大幅な売上増加は見込めないなか、多くの企業は経費削減に取り

組んでいますが、それも限界に近づいています。このため、企業にとっては営業力のある社

員の育成や品質強化など、価格以外の面で差別化を図ることが経営上の課題となっています。

以下に企業から寄せられました生の声を紹介いたします。

Ⅰ．道内景気の現状と先行きについて

＜水産加工業＞

中国産養殖ホタテの漁獲高が壊滅的なた

め、今春早くから中国業者が当地産ホタテの

仕入れに来た。また、国内のホタテ消費量が

減少しており、事業見直しが必要かもしれな

い。

＜金属部品製造業＞

住宅着工数が低迷するなか、当社関連製品

も影響を受けている。一方、資源価格がじわ

じわと上がっており、さらなる悪材料となる

懸念がある。

＜ビニール製造業＞

原油価格の上昇に伴い、ポリエチレン等合

成樹脂の仕入れ価格も上昇しているが、販売

価格に転嫁できない。値上げ前の安価な材料

を確保しているため当面は利益が出ている

が、体力的に厳しい企業は値上げ前のまとめ

買いもできないため、さらに厳しいと思う。

＜建設業＞

住宅投資については、政府が「贈与税の非

課税枠拡大」や「住宅ローン減税の継続」等

の対応策は行っているものの、低迷が続いて

いる。

＜土木工事業＞

公共工事関連の仕事についている人が多

く、工事の削減は死活問題である。IT産業に

予算がついても、この地域ではそのような仕

事がない。

＜靴卸売業＞

新興国の景気回復に伴って資材費が高騰し

ており、経営を圧迫している。現在は円高に

より輸入品の原価が抑えられているが、先行

きは不透明感が強い。

＜木材店＞

３０～４０代のファミリー層が安心して３５年の

住宅ローンを借りることができるまでに雇用

が安定しないと、「住宅」にお金をかけると

いうアクションがおきない。

経営のポイント

価格面以外での差別化が課題
〈企業の生の声〉
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＜住宅サッシ販売＞

住宅版エコポイントなど地方工務店にはプ

ラスの材料が多く、景気は緩やかに回復する

と思われる。政局だけが心配である。

＜自動車販売＞

ガソリン価格が上昇すると、燃費の良いハ

イブリッド車や小型車の販売が増えるが、価

格の高い大型車や高級車の売上は落ち込んで

しまう。

＜自動車販売＞

公共事業減少に伴い、建築・土木関連業者

の減車が進むのではないか。

＜コンビニエンスストア＞

客層が広いため、公共工事の減少や住宅着

工数の低迷が長引くと、売上に対する影響が

大きくなる。

＜貨物運輸業＞

荷主からの輸送費削減要請や、規制緩和に

よる同業他社との競争がさらに激しくなると

思われる。加えて原油価格上昇による燃料コ

ストの増加もあり、先行き不透明感はいっそ

う強まっている。

＜観光ホテル＞

原油価格の上昇により、経費が増加したほ

か、マイカー利用客も減少した。

＜自動車整備業＞

道内景気は緩やかに回復していると思う

が、当地方は大手企業の撤退・廃業等で失業

者がものすごく増加している。もう少し雇用

の場を増やさなければならない。

Ⅱ．経営上の対応策、設備投資、雇用につい

て

＜乳製品製造業＞

老朽化で更新が必要な設備も多い。なかで

も主要設備のひとつは、更新により生産能力

拡大やコスト引き下げが可能となるが、業況

が不安定なことから手をつけられない。

＜木製建具製造業＞

住宅着工数が減少している中、関連業界の

落ち込みは深刻である。最近も、募集をして

いないのに家具技術者が２名ほど面接に来

た。

＜金属部品製造業＞

受注の大幅増加が見込めない中、価格見直

しや製造プロセスの改善を実施している。さ

らに、材料の先買いや必要以上のまとめ買い

を徹底管理している。また、設備投資は基本

的に抑制しているが、製品開発へ向けた投資

は各種助成制度を活用してわずかながら実施

している。

＜機械製造業＞

設備投資を実施し、外注製作を社内製作に

移行することで、コストを削減する。

＜金属製造業＞

競合に勝ち抜くためには、価格ではなく品

質や営業力等での差別化が重要だが、現状で

は力不足と痛感している。そのため人材確保

が急務であるが、悩んでいる。

経営のポイント
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＜左官業＞

ワークシェアや雇用安定助成金を活用して

いる。道内建設業は、冬から春にかけて工事

が減少するため、雇用を維持するのが大変

だ。

＜管工事業＞

一昨年から人員削減方針をとってきたが、

官庁工事の受注が好調なため、契約社員を採

用した。今後も積極的に受注する予定だが、

契約社員または外注により乗り切る予定であ

る。

＜型枠工事業＞

経費削減がそろそろ限界に来ている。設備

投資も実施しなければ近い将来機能しなくな

るし、賃金抑制で従業員の生活も限界であ

る。社内で十分に話し合いながら乗り切りた

い。

＜靴卸売業＞

売れる商品はすぐに安くコピーされてしま

うため、常に新製品を開発、提供できる体制

を強化する。また、定期的に海外生産現場の

研修を実施し、ものづくりの分かる営業社員

を育成する。

＜建材卸売業＞

人員削減や事業所の統合、不採算部門廃止

などでかなりの効果はあった。更なるコスト

削減はかなり厳しいが、継続しなくてはなら

ない。雇用の面では、現在は新入社員を採用

できる環境にないため、次世代以降の人材育

成と年齢構成の是正が今後の課題になる。

＜作業用品店＞

既存のパイは縮小し続けることを前提に、

各企業が新たな需要を生み出す努力をしなけ

ればならない。従来の不毛な価格競争はやめ

るべきである。

＜食品雑貨店＞

売上増加が見込めないため、仕入れ価格の

交渉により売上原価の減少を図る。雇用に関

しては、有効求人倍率が下がっている状況を

反映して、質の高い人材を増強できている。

＜中古車販売＞

従業員が多能工的な役割を果たすことで、

一人当たりの生産性を向上させたい。また、

IT化により時間コストが大幅に削減された。

＜家具店＞

特筆するほどの戦略はないが、CDショッ

プや家電量販店の値札のつけ方等、取り入れ

られるものがあれば積極的に実施したい。ま

た、家具の処分等の高齢者向けサービスを充

実させる。

＜ガソリンスタンド＞

電気自動車の普及状況により、長期的に業

態をどういう方向に持っていくかという決断

が必要である。雇用については、３K産業の

一つとして見られ、募集しても応募者が少な

い。

＜燃料店＞

機器販売の促進ができる営業マンの育成が

必要である。人員削減は行わず、逆に先行投

資的に人材を確保し、将来に向けた組織を確

立する。

経営のポイント
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＜廃棄物運搬業＞

先行き不安から、借入をしてまでの積極的

な設備投資に踏み切れない。

＜産業廃棄物処理業＞

自社で経験をつんだ、基礎知識のある社員

を外回りに配置し、企業のPRと売上増加を

図りたい。社内活性化のためにも新規事業を

立ち上げたいが、今のところは現状維持が優

先である。

＜バス会社＞

定年延長による実質的な雇用延長が、人事

活性化を妨げている。新卒者や若手の雇用が

できない期間が長くなっている。

＜都市ホテル＞

新規の正社員登用を控えているが、その中

で契約社員のモチベーションをどのように高

めていくかが課題となる。

経営のポイント
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― １４ ―北洋銀行 調査レポート ２０１０年９月号

前回に続けて北洋銀行との共同研究の中で出会った国際取引案件を題材に、輸出取引における

決済について考えてみます。

最近、サハリン・プロジェクトなどの大型案件の関連で、建設機械その他をロシアに輸出

する商談が増えてきています。このような取引で決済条件を検討するに当たって、どのよう

なことに気をつければよいでしょうか？

一見単純な質問に見えますが、研究チームは取引国、取引相手の性格などに注目して、次のこ

とを検討しました。

☆ ロシアに向けた輸出の特徴は何か？

☆ サハリン・プロジェクトにおける輸入者（買主）は誰だと考えればよいか？

☆ より安全な決済方法は何か？

１．対ロシア輸出

ソビエト連邦崩壊前の対ソ輸出は、相手が官営の公団であったため、契約条件交渉の難しさな

どはあったものの、支払い面ではそれ程心配する必要がなかったといわれています。一旦支払い

債務が認識されれば、少なくとも買主倒産の危険はなかったわけです。

ところがロシアとなって以降、そうはいかなくなってしまいました。うまくいけば儲かる商売

は儲かりますが、何かが狂うと回収には大変な努力を要するどころか、時には非合法な団体の存

在がちらついたりして、回収どころではなくなってしまいます。またそうでなくても、商取引の

常識からすると理解しにくいことも起こります１。欧米の企業との取引とは、また異なった一面

があるといってよいでしょう。

このようなことを考えると、「一番安全な方法以外に安全な方法はない」という極端な結論に

なってしまうのかもしれません。つまり１００％前払いか、信用状による決済（銀行が売主（輸出

者）に対して、直接に支払確約をしてくれる仕組です２）を求めるしかないということです。し

かも信用状を発行するロシアの銀行の信用力が十分でないと思われた場合は、その銀行の信用力

の裏付けとして、さらに欧米の銀行の「確認」３をとるといったことにもなりかねません。

もちろんロシアの買主側がこのような決済方法に合意してくれれば、それでよいのですが、も

１ 代金回収問題ではありませんが、「サハリン２プロジェクト」で、工事にまつわる環境問題に端を発した、持株比率
再編劇（２００６年から２００７年にかけて）を思い出してもらえれば十分でしょう。
２ 詳細については、本「調査レポート」前月号の「国際取引成功のヒント（１）」をご参照下さい。
３ 信用状における発行銀行の責任を、重複して他の銀行にも負ってもらうことを指します。

経営のアドバイス

国際取引成功のヒント（２）
－よりよい決済条件を求めて－

小樽商科大学ビジネススクール
教授 中村 秀雄
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しそういかなかったら他に方法はないのでしょうか。それを検討するためには、サハリン・プロ

ジェクトの全体に目を向ける必要があります。

２．サハリン・プロジェクトにおける買主は誰か

サハリン・プロジェクトには「サハリン１」と「サハリン２」があります。いずれも国際的な

ジョイント・ベンチャーがプロジェクト会社になっています４。

このようなプロジェクトを目的とする建設機械の「買主」は誰でしょうか。まずプロジェクト

会社そのものである可能性があります（①）。その他にロシアの企業であることもあるでしょう

（②）。日本の会社が現地に設立した会社であるかもしれません（③）。外国の会社がロシアに設

立した会社であるかもしれません（④）。

②の場合は、１でふれたような決済方法をまず考える必要がありますが、①、③、④の場合は

相手の信用力、交渉の難易度などによって、検討の内容が異なってくることが考えられます。

①の場合のようにプロジェクト会社そのものが契約当事者になる場合は、それほど心配する必

要はないのかもしれません。もちろん比較の問題に過ぎず、一概に安全とは言えませんが、プロ

ジェクト会社は国際的な合弁会社ですから、正当な理由もないのに支払いを怠るといった、信用

に関わることをするとは考えにくいからです。

４ ２００８年末時点での、株主とその持株比率は次の通りです（日本経済新聞２００８年１０月２６、２７日）。
サハリン１：エクソン・モービル３０％、サハリン石油ガス開発（丸紅、伊藤忠を含む）３０％、ロスネフチ他ロシア２社
２０％、インド企業２０％
サハリン２：ガスプロム５０％＋１株、ロイヤル・ダッチ・シェル２７．５％－１株、三井物産１２．５％、三菱商事１０％
なおこの他に「サハリン３」も進行しているようです。
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③の場合も、その株主がプロジェクト会社の日本の合弁パートナーが設立した会社（便宜上

「日系株主子会社」と呼んでおきます）であるというのであれば、信用力にそう疑問をもつ必要

はないといえるかもしれません。

④の場合も株主がプロジェクト会社の株主であれば、③の場合と理論的には変らないかもしれ

ませんが、外国の会社の子会社との取引という点で、日本の会社の子会社とは異なったところが

あるかもしれません。欧米の会社は、子会社だから必ず金銭面で面倒を見る、とは言えないこと

がままあります。また現地の会社が外国の大手株主の直接の子会社でなく、孫会社であったり、

持株比率が低いときは、注意すべきでしょう。さらに全く別の会社の子会社であるときは、是々

非々で与信限度を審査する必要があります。

買主の信用度をこのように分類した後に、より安全な決済方法は何かを、もう一度検討してみ

ましょう。ここでは売買代金の大部分または全額が商品船積後の決済とならざるを得ない、と仮

定してみます。

３．より安全な決済方法

相手の会社が単独では与信に耐えないというときに、より安全な決済方法として次のようなこ

とを検討してみるとよいでしょう。

・買主より信用力の高い相手に、買主を変更できないか？

・買主より信用力の高い相手に、支払を保証してもらえないか？

� 買主の変更

もともと、海外の買主から建設機械購入の引合があった場合や、ましてやこちらから売込をか

けたケースで、調べてみたら相手方の信用力が十分ではないので、買主を交替してくれと申出る

のは、気が引けると考えるかもしれません。しかしそれほど気にする必要はないのです。

契約書にサインするまでは、契約条件を交渉する自由があるのです。

このことは国際取引では重要なことなので、よく記憶しておいて下さい。交渉をはじめたが価

格が折合わない、品質保証条件が納得できない、というときには当然のこととして条件改訂交渉

を試みるように、相手の信用力に疑問があれば、そのことをはっきり述べて自分に満足のゆく仕

組を提案すればよいのです。いやむしろ、

重要な条件を曖昧にせずに、納得のいくまで交渉する姿勢は、国際取引では相手方にか

えって良い印象を与える

ということを覚えておきたいものです。

さて買主の変更を要求するとして、誰にすればよいのでしょうか。より信用力の高い当事者が

誰かについては既に２で検討しました。その中では日系株主子会社が一番でしょう。そこで買主
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を日系株主子会社に交替してくれないかを、交渉相手に依頼してみるのです。しかし購入を打診

してきた買主と、そのような子会社の間には特段の関係が存在しないかもしれません。その次の

候補はプロジェクト会社そのものです。もちろん面倒なことを頼むのですから、多少価格を下げ

なければならないでしょう。これは「保険料」と思うしかありません。

どちらも全く相手に受入れられないとしたら、どうしようもないのでしょうか。現地に代替買

主の候補がないからといって、諦めることはありません。もうひとつの買主候補は日本で輸出を

得意とする会社です。商社が輸出を引受けてくれないでしょうか。商社はロシアの現地事情にも

通じ、債権回収の技術も経験も持っていますから、口銭を支払うことにより、輸出者になってく

れるでしょう。「商いは採算」という見地からは最上とは言えませんが、安全にはかえられませ

ん。

全く視点を変えて、「売主の交替」を考えるときもあります。つまり商売を他人に譲って、手

数料収入だけで満足するという案です。建設機械のメーカーや商社がロシアに継続的に取引を拡

げていきたいと考えているなら、説得して売主になって（与信リスクを引受けて）もらうので

す。利益は紹介料としての機械代金の数％に減少してしまいますが、回収の有無に拘らず受取れ

ることにしておけば、リスクのない収益になります。

� 支払保証

契約の当事者が変えられないとしたら、次善の策は買主の信用力を第三者に補強してもらうこ

とです。そもそも信用状取引をしていたとしたら、それは信用状の発行銀行の信用力に頼ること

を意味したわけですが、それができないとしたら、第三者の保証が登場してきます。銀行保証が

取れればかなり良いのですが、②の取引でプロジェクト会社が保証してくれれば、それなりの補

強になるでしょう。③の取引なら日本の親会社、④の取引では外国の株主から保証を取ることも

検討すべきです。

もっとも現実問題として、ロシアの企業の支払債務について、第三者から保証を取るというの

は至難の技ですし、取れるとしてもどのような保証状をとればよいかを提案し、保証人と条件交

渉をするのは、高度な法知識と実務経験を要することです。仮にこれらの難関を乗りこえて保証

状を取ったとしても、買主が支払いをしなかったときに、保証人から弁済（支払い）を受けるの

は、これまた容易なことではありません。保証状にせよ、物的担保にせよ、担保というものは法

律的要件を満たした取得手続が必要ですし、現金担保でもない限り実行手続というハードルもあ

ります。結局のところ国際取引ではこのような手段は買主や、保証人に精神的圧力を与えること

はできるにしても、本当の意味での信用補完になると考えてはいけないでしょう。

この他に考えられる方法は保険を掛けることです。詳細には立ち入りませんが、独立行政法人

日本貿易保険による「貿易保険」の付保も検討してみる価値があります。
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４．まとめ

この案件における検討は、いささか頭でっかちで現実味を欠くものになったかもしれません。

しかしそれでもいくつかは記憶にとめてほしい事項を明らかにすることができたと思っていま

す。

＊ 国際取引においては、取引相手国の状況を分析することが肝要である

＊ 取引の相手方の性格、信用力などを個別に検討する必要がある

＊ 当初考えた取引方法、当事者関係を絶対不変なものと思込む必要はない

＊ 採算と安全性の両方を見ながら取引設計をしなければいけない

＊ ときには取引当事者の座を人に譲ることで、安全な収入を得られるかもしれない

さて上では触れませんでしたが、国際取引で大切なことのひとつは「相手方と会う、相手方の

本拠地を尋ねる」ということです。相手と会い、相手の会社について調べ、信用状態について十

分な審査を行い、良質の商品を売って、なおかつ代金を払ってもらえなかったとしたら、それは

不運であったと言えなくもありません。しかし相手と直接会わなかったために相手企業について

誤ったイメージをもってしまい、結果として代金回収ができなかったとしたら、悔やんでも悔や

み切れないのではないでしょうか。相手方と会ってこそ、契約の履行能力が本当にわかるので

す。ホームページでは立派なビルを所有しているようにしか見えない会社を訪問してみたら、一

室を間借りしていただけだった、倉庫や工場を見てみたら雑然としていて、とても取引できる相

手とは思えなかった、といったことは日本でもあることですが、海外取引ではこういうことはも

っと起こりやすいのです。距離があるということは、しばしば重大な意味を持ちます。日本では

起こりえないような事件も、国際取引の世界では日常茶飯事です５。確かに取引金額が少ないと

か、語学が苦手などの理由で、相手方を現地に尋ねることが躊躇されることもあります。しかし

ぜひ現地で相手方と会ってほしいものです。取引銀行の現地駐在員に同行を依頼することも考え

てみるべきです。きっと喜んで協力してくれるでしょう。

５ 例えば世界中で問題になっている、ナイジェリアなどアフリカ発の「国際版振込め詐欺」の被害が日本にも広がって
いるようです。少し古いデータですが、２００８年度のジェトロへの相談件数は、２００４年度の１６倍だったそうです（日本経
済新聞２００９年１月３１日）。この事件や、その他の国際詐欺についてはジェトロのホームページhttp : //www.jetro.go.jp/con-
tact/faq/４１９/もご参照ください。
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１８年度 １０３．９ ３．０ １０５．３ ４．６ １０４．７ ４．３ １０５．３ ４．３ １０５．３ ０．２ ９８．６ １．６
１９年度 １０４．２ ０．３ １０８．１ ２．７ １０４．２ △０．５ １０８．７ ３．２ １０５．０ △０．３ １００．５ １．９
２０年度 ９６．１ △７．８ ９４．４ △１２．７ ９８．２ △５．８ ９５．０ △１２．６ １０２．５ △２．４ ９５．３ △５．２
２１年度 ９０．１ △６．２ ８６．０ △８．９ ９２．７ △５．６ ８７．０ △８．４ ９０．８ △１１．４ ８９．６ △６．０

２１年４～６月 ８５．７ △１８．３ ７９．０ △２７．４ ８６．５ △１９．３ ７９．５ △２７．３ ９７．７ △３．８ ９６．１ △１０．３
７～９月 ８８．７ △１３．２ ８３．２ △１９．４ ９１．４ △１１．２ ８４．１ △１８．８ ９４．３ △７．８ ９４．４ △１２．１
１０～１２月 ９２．４ △１．３ ８８．１ △４．３ ９５．２ △０．５ ８９．１ △３．３ ９２．８ △９．８ ９３．０ △１４．６

２２年１～３月 ９４．６ １２．５ ９４．３ ２７．５ ９８．８ １１．３ ９５．５ ２６．５ ８８．４ △１１．４ ９４．０ △６．０
４～６月 p９２．９ ８．５ p９５．６ ２０．９ p９７．８ １３．０ p９６．９ ２１．７ p８７．８ △１０．１ p９７．２ １．２

２１年 ６月 ８６．３ △１６．３ ８１．０ △２２．５ ８７．４ △１７．９ ８１．８ △２１．９ ９７．７ △３．８ ９６．１ △１０．３
７月 ８７．１ △１８．０ ８１．９ △２２．３ ８９．１ △１７．０ ８２．９ △２１．６ ９４．８ △８．２ ９５．５ △１０．６
８月 ８９．０ △１２．０ ８３．１ △１８．３ ９１．９ △８．８ ８３．８ △１８．４ ９４．４ △８．６ ９５．０ △１０．３
９月 ９０．０ △９．２ ８４．６ △１７．５ ９３．２ △７．１ ８５．６ △１６．２ ９４．３ △７．８ ９４．４ △１２．１
１０月 ９０．７ △６．８ ８５．９ △１４．４ ９４．０ △５．７ ８７．５ △１２．４ ９２．３ △９．４ ９３．１ △１４．３
１１月 ９３．３ ０．３ ８８．１ △２．９ ９５．７ ０．３ ８８．８ △２．２ ９４．３ △６．３ ９３．２ △１４．２
１２月 ９３．３ ３．４ ９０．４ ６．４ ９６．０ ４．３ ９０．９ ６．３ ９２．８ △９．８ ９３．０ △１４．６

２２年 １月 ９５．７ ７．９ ９４．３ １８．９ ９９．３ ７．２ ９５．０ ２０．１ ９４．０ △５．９ ９４．０ △１２．３
２月 ９６．０ １４．４ ９３．７ ３１．３ １００．４ １３．４ ９４．８ ２９．０ ９０．９ △９．５ ９５．５ △７．５
３月 ９２．１ １５．２ ９４．８ ３１．８ ９６．６ １３．４ ９６．７ ２９．９ ８８．４ △１１．４ ９４．０ △６．０
４月 ９２．７ ９．４ ９６．０ ２５．９ r ９５．７ １１．０ ９８．１ ２７．１ ８９．０ △１０．０ ９４．６ △３．４
５月 ９３．０ ８．０ r ９６．１ ２０．４ ９７．２ １３．１ ９６．４ ２１．０ ８８．４ △１０．７ ９６．５ △０．８
６月 p９３．１ ７．９ p９４．７ １７．０ p１００．６ １５．２ p９６．２ １７．６ p８７．８ △１０．１ p９７．２ １．２

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度、前年同月比は原数値による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
１８年度 ９８３，６５６△１．６ ２１１，７４５△０．９ ３３０，５１２ △２．６ ８６，１０８ △０．８ ６５３，１４４ △１．１ １２５，６３７ △１．０
１９年度 ９５４，９７０△２．６ ２１２，５２５△１．０ ３０９，９４７ △３．５ ８４，２８７ △０．８ ６４５，０２２ △２．１ １２８，２３８ △１．１
２０年度 ９３３，７２０△５．６ ２０６，５８９ △４．２ ２８３，３１７ △６．５ ７８，４４２ △６．７ ６５０，４０４ △５．２ １２８，１４７ △２．５
２１年度 ９２０，８５５△３．６ １９５，６７２△６．４ ２４６，０８６ △４．６ ７０，５４６ △８．６ ６７４，７６９ △３．３ １２５，１２６ △５．１

２１年４～６月 ２２６，６３０△５．１ ４８，１５６ △６．６ ５９，５５４ △７．８ １６，９９２ △１０．８ １６７，０７６ △３．９ ３１，１６５ △４．１
７～９月 ２２７，６６６△３．５ ４７，９９９△７．０ ６２，９５２ △４．１ １６，９１３ △９．８ １６４，７１３ △３．３ ３１，０８６ △５．４
１０～１２月 ２４７，４６７△３．５ ５２，５１５△７．０ ６６，０８０ △４．４ １９，７５３ △８．８ １８１，３８７ △３．２ ３２，７６２ △５．８

２２年１～３月 ２１９，０９３△２．５ ４７，００１△４．９ ５７，５００ △１．８ １６，８８７ △４．９ １６１，５９３ △２．７ ３０，１１４ △４．９
４～６月 p２１８，６２６△１．０ p ４６，７５７△３．５ p ５２，２８８ △０．１ p １５，９９８ △３．８ p１６６，３３８ △１．３ p ３０，７５９ △３．４

２１年 ６月 ７４，８５２△５．１ １６，０２２△６．８ ２０，３６９ △４．６ ５，７９２ △９．１ ５４，４８３ △５．３ １０，２３０ △５．４
７月 ７９，９２０△４．３ １７，３５６△８．４ ２４，０８６ △３．５ ６，７３０ △１１．８ ５５，８３４ △４．７ １０，６２７ △６．０
８月 ７６，０２３△４．５ １５，７０４△６．８ １８，６９３ △７．５ ４，９９５ △８．９ ５７，３３１ △３．３ １０，７０９ △５．７
９月 ７１，７２２△１．６ １４，９３９△５．６ ２０，１７４ △１．６ ５，１８９ △７．８ ５１，５４９ △１．７ ９，７５１ △４．３
１０月 ７２，８３５△３．７ １５，６０９ △７．２ １８，９３２ △６．６ ５，５８４ △１０．６ ５３，９０２ △２．５ １０，０２５ △５．２
１１月 ７４，５７５△５．６ １６，２１５△９．７ １９，６８１ △６．１ ６，１１７ △１１．８ ５４，８９４ △５．４ １０，０９８ △８．３
１２月 １００，０５７△１．８ ２０，６９１△４．６ ２７，４６６ △１．４ ８，０５２ △５．１ ７２，５９０ △１．９ １２，６３９ △４．３

２２年 １月 ７６，９８９△２．７ １７，１４７△５．７ ２１，１３５ △１．４ ６，２０９ △５．７ ５５，８５５ △３．２ １０，９３８ △５．７
２月 ６６，１３２△０．９ １４，０２３△４．０ １６，３７０ △０．１ ４，７６３ △５．３ ４９，７６２ △１．２ ９，２６０ △３．３
３月 ７５，９７２△３．５ １５，８３１△４．９ １９，９９５ △３．５ ５，９１５ △３．６ ５５，９７７ △３．５ ９，９１６ △５．６
４月 ７３，０１１△０．８ １５，４６３△３．７ １７，５１９ １．１ ５，２７６ △３．７ ５５，４９２ △１．４ １０，１８７ △３．７
５月 r ７３，２０５△２．３ r １５，６５６△３．９ r １７，４９６ △０．５ ５，３６０ △２．１ r ５５，７０９ △２．８ r １０，２９７ △４．８
６月 p ７２，４１１ ０．０ p １５，６３７△３．０ p １７，２７３ △０．９ p ５，３６２ △５．７ p ５５，１３８ ０．３ p １０，２７５ △１．５

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年同月比は既存店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― １９ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１０年９月号
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年月

コンビニエンス・ストア販売額 消費者物価指数（総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）１７年＝１００
前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
１８年度 ４１４，９２１ △１．７ ７４，２１１ △２．０ １００．５ ０．５ １００．２ ０．３ １１６．９４ １７，２８８
１９年度 ４０８，２９２ △１．６ ７５，１６１ △０．９ １０１．１ ０．６ １００．６ ０．３ １１４．２０ １２，５２６
２０年度 ４３０，６２４ ４．８ ８０，５５６ ５．４ １０２．５ １．４ １０１．７ １．１ １００．４６ ８，１１０
２１年度 ４３０，９２２ △１．４ ７９，３８３ △４．２ ９９．５ △３．０ １００．０ △１．６ ９２．８０ １１，０９０

２１年４～６月 １０６，７２０ ０．２ １９，８８５ １．０ ９９．８ △２．９ １００．６ △１．０ ９７．２７ ９，９５８
７～９月 １１５，３９３ △２．１ ２０，９６２ △６．３ ９９．４ △４．７ １００．３ △２．２ ９３．６１ １０，１３３
１０～１２月 １０９，７４０ △１．６ ２０，０３４ △５．９ ９９．４ △２．９ ９９．８ △２．０ ８９．６８ １０，５４６

２２年１～３月 ９９，０６９ △１．９ １８，５０１ △５．２ ９９．２ △１．５ ９９．４ △１．２ ９０．６５ １１，０９０
４～６月 １０７，５９７ △１．２ １９，８３３ △３．０ ９９．４ △０．４ ９９．７ △０．９ ９０．０１ ９，３８３

２１年 ６月 ３６，１２５ △１．８ ６，６１３ △１．７ ９９．７ △４．０ １００．４ △１．８ ９６．５２ ９，９５８
７月 ３８，７０８ △３．８ ７，１５６ △７．５ ９９．２ △４．７ １００．１ △２．２ ９４．５０ １０，３５７
８月 ４０，０５９ △１．１ ７，１９６ △５．６ ９９．４ △５．０ １００．４ △２．２ ９４．８４ １０，４９３
９月 ３６，６２６ △１．４ ６，６１０ △５．７ ９９．６ △４．３ １００．４ △２．２ ９１．４９ １０，１３３
１０月 ３７，０６２ △１．０ ６，７３９ △５．６ ９９．５ △３．９ １００．０ △２．５ ９０．２９ １０，０３５
１１月 ３４，７５４ △２．３ ６，４０３ △６．４ ９９．３ △２．８ ９９．８ △１．９ ８９．１９ ９，３４６
１２月 ３７，９２４ △１．６ ６，８９２ △５．７ ９９．４ △２．１ ９９．６ △１．７ ８９．５５ １０，５４６

２２年 １月 ３３，５４０ △２．１ ６，１９９ △５．５ ９９．１ △１．７ ９９．４ △１．３ ９１．１６ １０，１９８
２月 ３１，０３１ △１．２ ５，７７７ △４．９ ９９．１ △１．４ ９９．３ △１．１ ９０．２８ １０，１２６
３月 ３４，４９８ △２．２ ６，５２５ △５．１ ９９．３ △１．３ ９９．６ △１．１ ９０．５２ １１，０９０
４月 ３３，９８７ △２．１ ６，４３８ △３．９ ９９．１ △１．０ ９９．６ △１．２ ９３．３８ １１，０５７
５月 ３６，１７２ △３．０ ６，７０３ △３．７ ９９．５ △０．２ ９９．７ △０．９ ９１．７４ ９，７６９
６月 ３７，４３８ １．４ ６，６９２ △１．４ ９９．６ △０．１ ９９．７ △０．７ ９０．９２ ９，３８３

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス販売額の前年同月比は既存店ベースによ
る。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
１８年度 １７６，３００ △５．８ ４３，７８０ △５．１ ７７，３９８ △１４．６ ５５，１２２ ９．４ ４，５５７，３３０ △４．２
１９年度 １６９，１４９ △４．１ ４８，４４０ １０．６ ７１，５５７ △７．５ ４９，１５２ △１０．８ ４，３９０，３４４ △３．７
２０年度 １５０，１２３ △１１．２ ３９，１４５ △１９．２ ６３，４９０ △１１．３ ４７，４８８ △３．４ ３，９０８，８８０ △１１．０
２１年度 １６０，１１６ ６．７ ４９，０７８ ２５．４ ６６，２２３ ４．３ ４４，８１５ △５．６ ４，１７５，４５７ ６．８

２１年４～６月 ３６，２０９ △１３．５ ９，８９９ △１０．８ １５，５３９ △１５．０ １０，７７１ △１３．５ ８００，０４３ △１７．２
７～９月 ４１，７７５ ４．３ １２，３０７ １１．９ １８，２７９ ４．４ １１，１８９ △３．１ １，０４９，９２３ １．４
１０～１２月 ３４，９３９ １８．４ １１，２５８ ４７．８ １４，１０６ １７．８ ９，５７５ △３．５ １，０２９，８０３ １９．３

２２年１～３月 ４７，１９３ ２１．９ １５，６１４ ６５．６ １８，２９９ １６．３ １３，２８０ △２．１ １，２９５，６８８ ２４．１
４～６月 ４３，７４２ ２０．８ １３，３７１ ３５．１ １８，２８１ １７．６ １２，０９０ １２．２ ９７６，２３３ ２２．０

２１年 ６月 １４，１３４ △３．７ ３，９９４ ２．０ ６，２３９ △１．８ ３，９０１ △１１．６ ３１９，３８５ △１２．２
７月 １６，４４７ ３．５ ４，４３１ ０．３ ８，２３２ ９．０ ３，７８４ △３．５ ３７２，４２８ △２．８
８月 ９，９２９ ２．７ ２，８７７ １５．９ ３，８７７ △６．６ ３，１７５ ４．８ ２６３，５２３ ３．２
９月 １５，３９９ ６．３ ４，９９９ ２１．８ ６，１７０ ６．４ ４，２３０ △７．８ ４１３，９７２ ４．２
１０月 １２，４２３ ７．２ ３，９２８ ３２．１ ４，９９７ ５．２ ３，４９８ △９．６ ３３９，５６７ ７．８
１１月 １２，５４６ ２４．８ ３，８４５ ５４．７ ５，２２６ ２７．２ ３，４７５ ０．４ ３６８，７２１ ２４．７
１２月 ９，９７０ ２６．８ ３，４８５ ６１．４ ３，８８３ ２４．７ ２，６０２ ０．４ ３２１，５１５ ２７．３

２２年 １月 １０，２８１ ３０．６ ３，３３９ ８２．２ ３，９２２ ２５．４ ３，０２０ ３．８ ３１９，７５０ ２４．９
２月 １２，７１０ ２２．４ ４，１７５ ７６．３ ４，７９７ １５．３ ３，７３８ △３．０ ３９５，６０１ ２１．９
３月 ２４，２０２ １８．２ ８，１００ ５５．０ ９，５８０ １３．５ ６，５２２ △４．２ ５８０，３３７ ２５．２
４月 １４，７９５ ２８．３ ４，２６６ ５７．８ ６，５０１ ２４．３ ４，０２８ １１．９ ２９８，３１１ ２６．４
５月 １３，００２ ２３．３ ４，０４９ ２６．５ ５，１２７ ２５．９ ３，８２６ １７．０ ３００，７６０ ２３．０
６月 １５，９４５ １２．８ ５，０５６ ２６．６ ６，６５３ ６．６ ４，２３６ ８．６ ３７７，１６２ １８．１

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（２）

― ２０ ―北洋銀行 調査レポート ２０１０年９月号
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年月

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

１８年度 ４９，９４６ △５．８ １２，８５２ ２．９ ９６１，１２２ △１０．１ １２２，８３８ △５．２ １２７，４１３ ２．０
１９年度 ４２，３９７ △１５．１ １０，３５６ △１９．４ ８８３，６４４ △８．１ １１７，８１８ △４．１ １２３，６４０ △３．０
２０年度 ３６，０５０ △１５．０ １０，３９２ ０．３ ８５８，０８２ △２．９ １１７，９５１ ０．１ １０６，１６８ △１４．１
２１年度 ２７，６１６ △２３．４ ７，７５３ △２５．４ ９３７，６６５ ９．３ １２３，７７６ ４．９ ８，４３４ △２０．６

２１年４～６月 ７，３９２ △３８．６ １，９７３ △３１．９ ３１６，７０３ ２．４ ３２，１３１ １３．０ ２０，８６１ △３３．４
７～９月 ７，０４１ △４１．４ １，８６９ △３５．８ ３１６，３２２ １１．５ ３６，８８８ １１．２ ２０，６８３ △２７．３
１０～１２月 ８，２１５ ４．２ ２，０４６ △２０．９ １７３，６８９ ３９．３ ２９，７６５ ６．３ １９，６１３ △１４．０

２２年１～３月 ４，９６８ ２０．９ １，８６５ △６．６ １３０，９５１ △６．７ ２４，９９２ △１１．８ ２３，１８０ △１．８
４～６月 ７，９４２ ７．４ １，９５２ △１．１ ２７６，８１７ △１２．６ ３１，０１８ △３．５ ２１，５３９ ３．３

２１年 ６月 ２，８８７ △３４．６ ６８３ △３２．４ １０２，９２２ △６．３ １０，９７７ １２．７ ８，４５２ △２９．７
７月 ２，２８６ △３８．０ ６６０ △３２．１ １２０，６５９ ４．７ １２，５１１ ２．５ ５，９０４ △３４．８
８月 ２，４２９ △４６．４ ５９７ △３８．３ ９６，２３９ ７．０ １０，０６３ ８．７ ５，７００ △２６．５
９月 ２，３２６ △３８．８ ６１２ △３７．０ ９９，４２４ ２６．７ １４，３１４ ２２．１ ９，０７９ △２２．０
１０月 ２，６１０ △１６．８ ６７１ △２７．１ ９２，２０７ ５０．７ １２，６６５ ８．３ ５，９４１ △２１．０
１１月 ３，０７３ ９．７ ６８２ △１９．１ ５０，９６２ ３８．５ ８，４４１ △０．０ ５，７７５ △２０．５
１２月 ２，５３２ ３０．１ ６９３ △１５．７ ３０，５２０ １４．２ ８，６５８ １０．３ ７，８９７ △１．５

２２年 １月 １，２１０ ４７．２ ６５０ △８．１ ９，４８１ △５０．５ ５，７９１ △３．８ ５，６８１ △１．１
２月 １，３７４ ２．８ ５６５ △９．３ １８，８９９ １９．２ ５，７９０ △８．８ ６，４３１ △７．１
３月 ２，３８４ ２２．２ ６５０ △２．４ １０２，５７１ △２．６ １３，４１１ △１６．０ １１，０６８ １．２
４月 ２，５４７ ６．５ ６６６ ０．６ １３８，０４４ △６．２ １３，２７８ △０．１ ６，８８０ ９．４
５月 ２，４１５ １４．３ ５９９ △４．６ ６０，１２５ △９．６ ７，４０２ △５．９ ６，３８９ ４．３
６月 ２，９８０ ３．２ ６８７ ０．６ ７８，６４８ △２３．６ １０，３３８ △５．８ ８，２７０ △２．２

資料 国土交通省 北海道建設業信用保証� 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（常用）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍
原数値

％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）原数値

１８年度 １３，０８２ ３．０ ０．５３ １．０２ ５．４ ４．１ ５４６ △１．６ １３，３３７ １．３
１９年度 １２，８１７ △２．０ ０．５１ ０．９７ ５．２ ３．８ ６１０ １１．７ １４，３６６ ７．７
２０年度 １２，２５３ △４．４ ０．４３ ０．７４ ５．０ ４．１ ７４１ ２１．５ １６，１４６ １２．４
２１年度 １１，５３９ △５．８ ０．３５ ０．４２ ５．２ ５．２ ４８９ △３４．０ １４，７３２ △８．８

２１年４～６月 ２，６４４ △１０．６ ０．３２ ０．３９ ５．４ ５．２ １５６ △１６．６ ３，９５４ ３．３
７～９月 ３，６７８ △４．１ ０．３５ ０．４０ ５．４ ５．４ １０８ △４３．２ ３，７８２ △６．２
１０～１２月 ２，６９３ △８．１ ０．３７ ０．４２ ４．７ ５．０ １１６ △３８．６ ３，５２９ △１３．２

２２年１～３月 ２，５２３ △０．２ ０．３８ ０．４６ ５．２ ５．１ １０９ △３７．７ ３，４６７ △１７．７
４～６月 ２，６８８ １．７ ０．３６ ０．４２ ５．５ ５．３ １１３ △２７．６ ３，３２３ △１６．０

２１年 ６月 １，００７ △１０．３ ０．３２ ０．３７ ↓ ５．２ ５５ ３．７ １，４２２ ７．４
７月 １，１２９ △３．７ ０．３２ ０．３８ ↑ ５．４ ３９ △４５．８ １，３８６ １．０
８月 １，３２３ △７．６ ０．３４ ０．３９ ５．４ ５．４ ４３ △２５．９ １，２４１ △１．０
９月 １，２２６ △０．５ ０．３８ ０．４２ ↓ ５．５ ２６ △５６．６ １，１５５ △１７．９
１０月 １，００８ △１１．９ ０．３９ ０．４２ ↑ ５．２ ３９ △３２．８ １，２６１ △１１．７
１１月 ８４８ △４．２ ０．３８ ０．４２ ４．７ ５．０ ３５ △３８．６ １，１３２ △１１．３
１２月 ８３７ △７．２ ０．３５ ０．４３ ↓ ４．８ ４２ △４３．２ １，１３６ △１６．５

２２年 １月 ７９０ △１．５ ０．３６ ０．４５ ↑ ４．９ ３８ △３６．７ １，０６３ △２１．８
２月 ８２２ ４．７ ０．３９ ０．４６ ５．２ ５．０ ３５ △３０．０ １，０９０ △１７．２
３月 ９１１ △３．１ ０．３９ ０．４７ ↓ ５．３ ３６ △４４．６ １，３１４ △１４．５
４月 ７５２ ４．５ ０．３５ ０．４２ ↑ ５．４ ４５ △１９．６ １，１５４ △１３．１
５月 ９２５ ０．８ ０．３５ ０．４１ ５．５ ５．２ ３５ △２２．２ １，０２１ △１５．１
６月 １，０１１ ０．４ ０．３７ ０．４３ ↓ ５．２ ３３ △４０．０ １，１４８ △１９．２

資料 北海道観光振興機構 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

■年度および四半期の
数値は月平均値。

■北海道の年度は暦年
値。

主要経済指標（３）

― ２１ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１０年９月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１７０／本文　※柱に注意！／０１９～０２１　主要経済指標  2010.08.19 15.41.41  Page 21



調査レポート 20062010

9
170

●道内経済の動き 

●道内景気の現状と先行きについて 

●国際取引成功のヒント（２） 
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平成22年 （2010年） 8月発行 
発　　　行　　株式会社　北洋銀行 
企画・制作　　株式会社　北海道二十一世紀総合研究所　調査部 
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